研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　南山苑通所リハビリテーション　　職　種　　介護福祉士　　氏　名　中城　真琴

	期　　間　　平成21年2月28日　～　平成21年2月28日

	出張目的　　高齢者虐待についての知識を習得する為。

	出 張 先　　青森グランドホテル

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

　　わたしは、虐待という言葉を知りながら今まで、何となくや一般的に言われていることしか頭になく何が虐待に当たるかを理解していない自分がいました。今回の研修に参加させて頂き、複数の福祉に関わる方のお話をきくことができ、虐待についての理解を深めることができたと思います。

　今回の研修では、日本高齢者虐待防止学会評議員である山田祐子氏の基調講演、その後高齢者に関わる方たちとのパネルディスカッションという構成でした。研修の中で、現在高齢者へ行われている虐待は年々増加傾向にあり、それらの多くは認知症のある方へとその養護者によるものが一番多いということでした。虐待というものはそれぞれの国の文化が反映するものと言われており、家族が同じ家に住むというのが理想であるという考え方が一般的な日本では、家庭内の虐待が多いとのことです。また、虐待というものは2種類に分類され、家庭内でのものと介護施設内などのものに分けられるとのことでした。

　現在わたしは通所にて勤務しておりますが、送迎やサービス担当者会議の場などでご家族や高齢者のご本人と接する機会が多く、ご自宅に訪問し上がらせて頂く事もあります。その際に、ご家族が高齢者の方への話しかけ方や接し方、部屋の様子など気になることが多々あります。ある利用者様は、その部屋だけが汚れ物がたまっている、自分の仕事の時間帯によって朝方眠っているので朝ごはんは用意していないなど、今までは「もう少しやってあげて欲しい」とスタッフ間で感じてはいたものの、実際にはそれも虐待ということに当てはまってしまうのだということや、虐待＝暴力・いじめなどをイメージしてしまいがちですが、高齢者が苦痛であると感じていることや不快感を示していることなどのほとんどが虐待に当てはまるということを学びました。また、施設内においては声がけの仕方が雑になるということなども虐待というものに関係してしまうということを学びました。

　　虐待の最悪の結果は『死』です。全国の虐待件数の統計の中には、一緒に住んでいるとみせかけて実は高齢者が1人で放置されており餓死してしまった事件、認知症がある為に家族がイライラや不快感から暴力を繰り返してしまい死亡した事件など日頃ニュースで取り上げられるような事件が起こっている現状を知りました。講演の中で、虐待を防ぐにはまず地域の繋がりを密にとること、近所の付き合いがあっても、少しでもおかしいと思うことがあったらまずは関係機関に通報することが大事であると伺いました。虐待をしている家族は、隠そうと上辺をとりつくろい、虐待を受けている本人も更なる虐待を恐れて他者へ助けを求めることは難しいので周りが気づいてあげること、通報したら自分も悪い噂が立つのではないかという不安感はあるが、勇気を出して通報することが大事であるととのことでした。その為には、町内の祭りやゴミゼロ運動など自分の住んでいる地域での繋がりを大事にすることや自分の現在勤務している地域での繋がりも大事にしていきたいと感じました。通所にいる現在は、ご家族と接する機会も多く自宅や利用者の変化にも気づきやすい環境にあると思います。少しでもおかしいと感じたり明らかに利用者様の様子がおかしい時には、「何か変だけど…」で終わるのではなく、スタッフ間で確認したりケアマネージャーへ報告・相談するなどつなぎ役をおろそかにしないようにしたいと思います。その為に日々の送迎や利用者様の状態観察、ご家族との会話など毎日行っていることを丁寧に正確に観察してこうと感じています。また、入所している方への言葉遣いや接し方などに、慣れてしまっている自分を見直し利用者様が不快感を感じることのないようにケアをさせて頂きたいと思います。また、直接、死に繋がるものばかりではなく身近なものも虐待というものに関係しているのだとその他のスタッフへの指導や助言も行っていきたいと感じました。

【研修内容】

　＊基調講演　

　　演題　「高齢者虐待のない社会をめざして」

　　講師　山田　祐子氏　(日本高齢者虐待防止学会評議員、日本大学に文理学部社会学科　准教授　)

　《高齢者虐待とは何か》

　平成17年11月に国会において「高齢者に対する虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」(虐待防止法)が可決・成立し11月9日に公布、平成18年4月1日から施行される。

　『定義』

· 身体的虐待

· 心理的虐待

· 経済的虐待

· 性的虐待

· ネグレクト(日常生活上の世話の放棄、拒否、怠慢)

※定義はそれぞれの国や研究者によって異なり、文化が反映された内容となる。アメリカはそれぞれの州で定義を決定しており統一のものを作ることは難しい。

『誰によるものか』

· 他者による虐待

· 自分で自分を虐待する(自虐、自傷自害)→学生などの場合はリストカット等が当てはまり、年代に　　　　　　　　　　　　　　　　　　

よって異なる。

　※高齢者の自虐行為で多いのは、内服薬を拒否する、不衛生な環境でもかまわない、食事を摂ろうとしないことなどがあげられる。

　『ネグレクトとは』

· 他者によるものであること

· 自分で自分をそういう状況においやっているものであること(セルフネグレクト)

· 意図的に行う場合があること

· その行為が良くないことと理解できていない場合があること　があげられる。

※虐待の多くは認知症高齢者が受けている。認知症高齢者は自分がしていることを理解することや記　　

　　憶しておくことが難しいため、セルフネグレクトの状態となってしまう。それを防ぐために養護者のフォローが必要であるも放置(ネグレクト)している現状がある。

　　また、他者からの虐待には“意図があってもなくても”虐待には違いないということがあげられる。

　『施設における虐待』

· ABUSE  IN  INSTITUTION(　機関での虐待　)

· INSTITUTIONAL　 ABUSE(　制度的虐待　)　　の2種類がある。

※施設における虐待では、機関(施設)での虐待や施設内の管理方法が制度的虐待に当たるとされている。施設内では、スタッフや同室者からの両方が考えられる。(暴力や暴言など)

　　また、施設内のスケジュールや管理の方法などが虐待に当たる。例えば、スタッフの退勤時間に合わせるために利用者の夕食を4時に提供することや必要のない面会回数の制限など、実際に行われているところもあり、それも施設における虐待と言える。

　《高齢者虐待防止法における養護者(＝虐待者)による高齢者虐待の定義》

　『誰が(虐待の主体)』

· 養護者(高齢者を現に養護するものであって養介護施設従業者以外の者)が

『誰に対し(虐待の客体)』

· その養護する高齢者(65歳以上の者)に対し

『いかなる行為をすることが(虐待の態様)』

①身体的虐待

　→高齢者の身体に外傷が生じ、または生じるおそれがある暴行を加えること

　　(アザがある、身体を拘束するなども含まれる。)

②「介護・世話の放棄・放任」又はネグレクト

　→高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、養護者以外の同居人による身体的虐待、心理的虐待、性的虐待と同様の行為の放置等養護を著しく怠ること

③心理的虐待

　→高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと(法律上での著しい心理的外傷とは、外からみて分かるレベルでありわかりにくい心理的外傷を与える行為は発見しにくい。)

④性的虐待

　→高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること

　　(例えば、高齢者に興味を持つ者がおり施設内へアルバイトとして勤務、認知症の高齢者を狙ってわいせつな行為を繰り返すなどの事例あり。)

⑤経済的虐待

　→高齢者の財産を不当に処分することその他高齢者から不当に財産上の利益を得ること

※研究者の間では、虐待という言葉自体に抵抗を感じるということで、虐待＝高齢者の処遇を考える

という言葉に改めている研究者もいる。

電話相談を受けた際最も件数が多いのが、⑤の経済的虐待であるとのこと。

例として、認知症の母と息子が一緒に住んでいるが仲が悪く、嫁からも悪口などを言われている。また、勝手に土地家屋などの名義を変更することは虐待に当たるのかなどの相談も多いとのこと。

　

　《養介護施設従事者による高齢者虐待の定義》

　『誰が(虐待の主体)』

　・養介護施設(老人福祉施設、有料老人ホーム、地域密着型老人福祉施設、介護老人福祉施設介護療養型医療施設、地域包括支援センター)の業務に従事する者が

　

　『誰に対し(虐待の客体)』

· 当該養護施設に入所し、その他当該養護施設を利用する高齢者に対し

『いかなる行為をすることが(虐待の態様)』

①身体的虐待

　→高齢者の人体に外傷が生じ、または生じるおそれがある暴行を加えること

　　(アザがある、身体を拘束するなども含まれる。)

②「介護・世話の放棄・放任」又はネグレクト

　→高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長期の放置、その他の高齢者を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること

③心理的虐待

　→高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと(法律上での著しい心理的外傷とは、外からみて分かるレベルでありわかりにくい心理的外傷を与える行為は発見しにくい。)

④性的虐待

　→高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること

　　(スタッフ間でわいせつなあだ名をつけて呼び合うことなど)

⑤経済的虐待

　→高齢者の財産を不当に処分することその他高齢者から不当に財産上の利益を得ること

《データからみる高齢者虐待の実態》

○平成19年度　高齢者虐待防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況に関する調査結果から

『養護者による高齢者虐待についての対応状況等について』

· 相談、通報対応件数→19,971件(児童虐待に比べて少ない)

· 相談、通報者→①介護支援専門員

②民生委員

③被虐待高齢者本人

④近隣住民　　　　　　　の順に多い。

　　※①介護支援専門員は、自宅訪問や高齢者・ご家族と接する機会が多く、発見しやすい立場にあることから通報件数が多いとされている。

· 虐待の種別、類型→①身体的虐待

　　　　　　　　　　　②心理的虐待

　　　　　　　　　　　③ネグレクト

　　　　　　　　　　　④経済的虐待

　　　　　　　　　　　⑤性的虐待　　　　　　の順に多い。

　※④経済的虐待においては、書類上の管理などになるので周りから確認しにくい点があげられる。最も多いのは、暴力などの身体的虐待である。

・　被虐待高齢者の状況　性別→男性よりも女性の方が多い。

　　　　　　　　　　　　年代→75~84才の年代が多い。

　　　　　　　　　　　　　介護度→要介護度　3の方が多い。

　　　　　　　　　　　　　自立度→Ⅱ~Ⅲ　の方が多い。

· 被虐待者の年代としては、高齢ではあるが、ある程度動くことができる体力がある年代であり、介護度や自立度も最も重い高齢者より上記の方のほうが多い。

認知症あるが体力もある為、自力で動くことができる方のほうが手がかかるという見方があり虐待を受けやすいという予測がある。養護者にとってはストレスがたまってしまうタイプであるとのこと。

　　　　　　　　　　　　　

· 虐待者との同居・別居の状況　→同居している方が多い。

　　　　　　　　　　世帯構成　　→未婚の子と同一世帯、既婚の子と同一世帯が多い。

　　　　　　　　　　　関係　　　　→息子、夫、娘が多い。

· 同居している場合の方が虐待件数は多い。(日本文化が反映しているからか)また、ここ数年の特徴として、独身の息子からの虐待件数が多い。経済危機のために、失業し親と同居していて虐待に至るケースが急増しているとのこと。

(長男夫婦と母親が同居しており、長男が母親に暴力などの虐待を行ったために母親を一時保護施設へ入所させた途端に、長男の妻や子供へ暴力が及び、その妻から母親を引き取りたいと訴えがあった事例あり。)

　《法制度の概要》

　『改正介護保険制度』

· 地域支援事業のうち、被保険者に対する虐待の防止及び早期発見のための事業その他の被保険者

の権利擁護のため必要な援助を行う事業について、市町村の必須事業となった。

　『地域包括支援センター』

· 社会福祉士を中心として活動

· 虐待防止、早期発見、権利擁護事業と成年後見人制度の窓口として相談、助言を担う。

『行政の責任』

・　虐待の防止、養護者支援等のための必要な関係機関、民間団体間の連携協力体制の強化と整備、支援

· 人材の確保及び資質向上のための措置

· 広報、啓発活動

※行政の責任としては、地域との繋がりをきちんと確保すること、普段からのネットワーク作りを形　

　成しておくことが重要である。

『国民の責務』

· 理解を深め、協力の努力義務が必要である。

『早期発見』

· 養介護施設、病院、保健所、その他高齢者福祉に業務上関係ある団体及び養介護施設従事者等、医師、保健師、弁護士その他高齢者福祉には職務上関係のある者は自覚し、早期発見するよう努めなければならない

· 啓発活動、保護の施策に協力する努力義務が必要である。

『家庭における養護者による高齢者虐待に対する対応システム』

· 市町村が主体である

· 相談、指導、助言を行う

· 通報、申告することが大事である

· 立ち入り調査を行う

· 必要であれば保護、措置を行う

· 連絡協力体制を整備しておく必要がある

· 養護者への支援も重要である

『通報・連絡』

· 生命又は身体に重大な危険が生じている場合→市町村への通報義務が発生する。

· 上記以外の場合　　　　　　　　　　　　　→市町村への通報努力義務が発生する。

· 被虐待者本人　　　　　　　　　　　　　　→市町村(守秘義務あり)に申告することができる。

※職務上で、通報しても守秘義務違反には問われない。

　　また、虐待と「思われる」行為も含まれるため、確証がなくても通報することができる。

『立ち入り調査』

· 高齢者の生命又は重大な危険が生じているおそれがある場合は、居所に立ち入り、調査質問することができる。

· 地域包括支援センター職員、高齢者福祉に関する事務に従事する職員

· 生命、身体の安全確保のため、警察署長に援助を求めることができる。

· 立ち入り拒否は罰金が発生する。

『保護措置』

・市町村又は市町村長は、生命又は身体に重大な危険が生じているおそれがあると認められる場合、保護のため、次の後を講ずる。

1 やむを得ない措置による居宅生活支援事業のサービスの利用、特別養護老人ホーム、養護老人ホームへの入所、養護受託

2 成年後見開始等の審判申し立て

3 居室の確保(ショートステイ、養護ホーム、特養ホーム)

· 児童と違い、一時保護施設がないためにこのような地域の施設の協力が必要となる。

　『養護者支援』

· 市町村は、養護者の負担軽減のための施策を講ずること。

· 相談、指導、助言、必要な措置をとること。

· 居室を確保すること。

· 防止、保護、支援のための専門的従事する職員の確保の努力義務をすること。

『支援者の基本的姿勢』

· ありのままに受け止めること。

· 家族の主体性を尊重すること。

· 中立的立場で支援すること。

· 専門機関へ繋ぐこと。

上記が対応として必要である。

【考察】

　基調講演では全国調査の実態や虐待の種類、実例など様々なお話をきくことができました。また、虐待を防ぐ為に、研究をされている方がたくさんいるということや統計をとり数字からみて研究をすすめていることなど様々な活動が行なわれていることを知る事ができました。

虐待者には、独身男性が母親と同居しており仕事もせず(失業)自宅におり、そのことが虐待に繋がっているケースも多いとのことです。現在の不況の世の中が反映されているという統計が出ており、その時々の経済状況や風潮が虐待の内容へと影響してしまうようです。

講演の中で印象に残っていることは、虐待をしている人に、例え虐待をしているという意識がなくてもそれは被虐待者には関係がなく、全てが虐待であるということでした。例え自分の母親にいつものように暴言をはいたり、軽くたたくなどすることがあたり前であったり、母親が笑ってあしらっていたとしてもそれも虐待にあたるのです。虐待とは、身体のみではなく心まで痛むものなのだと思いました。また、虐待が死まで至ってしまう過程には、発見した人が何とかして事が大きくなる前に、自分たち(地域の人)で何とかしようとすることが大きく関わっているそうです。虐待の発見者の多くは、ケアマネージャーや民生委員であるそうです。普段、近所付き合いや高齢者を通しての関係があるだけに、関係機関への通報を行なう前に自分たちで何とかしようとすることが逆に虐待の悪化に繋がってしまうとのことです。そのことから、地域の方やご家族の中で何か違和感を感じたり不安になったことがあれば、とにかく専門機関へつなぐことを心掛けて欲しいとのことでした。わたし自身も勤務している際には何か異変を感じたら施設内の誰かに相談すること、また勤務している間だけでなくプライベートでも地域との繋がりを大事にしていかなければならないと感じました。

今の自分や施設はどうなのだろうか…暴力、暴言は絶対にやってはならないことであるしそれは介護施設に勤務する者として当たり前のことです。しかし、利用者様と十分お話ができなかったり、つい軽くしか声掛けをしなかったりなど虐待ではないにしても利用者様に不満を与えているのではないかと不安になっている自分がいます。直接虐待にあたることではないにしても日々のケアを丁寧に行うこと、虐待は未然防止と早期発見が重要であること、どんなささいなことでも見逃さないこと、普段からのご家族やご本人の状態を把握・観察しておくことが大事であると学んだので、それを念頭にケアをしていきたいと思います。

＊パネルディスカション

　テーマ　「高齢者虐待防止と地域の力」

　コーディネーター　大和田　猛氏(青森県立保険大学　社会福祉学科　学科長)

　パネリスト　　　　工藤　英明氏(秋田看護福祉大学　社会福祉学科　助教授)

　　　　　　　　　　梅内　洋子氏(八戸市地域包括支援センター所長)

　　　　　　　　　　鳴海　孝彦氏(青森県社会福祉協議会　経営部　部長代理)

　　　　　　　　　　益城　妃富氏(特別養護老人ホームみちのく荘　地域福祉部長)

《在宅高齢者虐待の支援実態～過去の調査結果を通じて～》

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工藤　英明氏

秋田県の場合

1 虐待の発生率→　0.75％(5/利用者1000人に対し)である。

　　　　　　　　要介護認定者数(1・2号)－介護保険施設入所者数×0.75％

青森県の場合には、288件前後の虐待件数が推測される。

　　　　　　　　　　

2 虐待指摘状況→　虐待という言葉が不適切であると考え、虐待という言葉はあまり使用しない。　　　　

間接的に遠まわしに言うようにしている。

3 初期の援助行動→　訪問回数が多いことから、虐待と思われるものを発見したときは訪問回数を　

増やしている。また、居宅介護支援事業所関係者の方が地域包括支援センター関係者よりも訪問回数は多い。

4 虐待事例の施設入所相談と援助行動→　入所相談98件のうち相談があったのは42件、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　そのうち途中断念したのは20件、最終的に断念したの　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は18件、待機は4件である。

· 入所させたいが、空き部屋がないため断念してしまう養護者が多いとのこと。

《高齢者虐待防止と地域の力》

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　梅内　洋子氏

『八戸市における高齢者虐待への取り組み』

1 高齢者虐待防止ネットワーク運営事業開始

2 高齢者あんしん相談窓口開設

3 精神保健福祉士を専門職として配置

4 八戸市虐待等対策ネットワーク会議組織化

5 高齢者虐待等対策ケース会議開催

『八戸市の高齢者虐待相談年度別件数』

平成18年度　32件

平成19年度　64件

と増加傾向にあるが、知っていても通報していない件数も考えられるため、数字に誤差があるとのこと。

『八戸市地域包括支援センターにおける高齢者虐待への主な活動』

1 相談対応→家庭訪問→ケア会議

2 高齢者虐待対策ケース会議開催(年4回)→医療、福祉、行政関係者が出席している

3 八戸市高齢者虐待防止フォーラム開催

4 虐待防止パンフレット作成配布

5 虐待防止出前講座の実施

6 虐待対応マニュアルの作成

7 近隣市町村包括職員と市内精神科病院の精神保健福祉士、在宅介護支援センター職員との勉強会を定期開催(年4回)

『八戸市高齢者虐待の取り組みの特徴』

1 経験ある精神保健福祉士の配置

2 高齢者虐待対策ケース会議(実務者レベル)やその参加団体に出前講座を開催し、期間や人とのネットワークを作り、支援機関を増やしている。(特に警察、医療機関、法務局との連携が強化された)

3 関係職員の勉強会には、市内だけでなく近隣町村の職員にも参集範囲を広げ、圏域単位で他職種とネットワークの強化を図っている。

《各委員・協力者の役割等》

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳴海　孝彦氏

『ほのぼの交流協力員』

· 目的･･･地域住民が主体となり互いに見守り支えあう体制を構築し、誰もが住みなれた地域の中で　　　

安心して暮らせるような地域福祉社会の基盤形成を目的とする。

· 活動･･･3名ほどで、ほのぼの交流グループを編成し、当該地域を勘案しながら1グループあたり　　

　　　　　7世帯を担当する。グループで対象世帯を週1回程度訪問し、対象者の孤独感の解消に努める。必要に応じて民生委員などに情報提供する。

· 対象世帯･･･在宅の1人暮らしや寝たきりの高齢者、障害者のいる世帯、ひとり親世帯等、地域　　

　　　　　　　のつながりが必要と認められる世帯。

『民生委員児童委員』

· 目的･･･社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行う。

· 活動･･･民生委員、児童委員は地域社会の困っている人、児童、障害者、高齢者等のことで問題を　　

かかえている人々に、相談・援助・情報提供を行う。また、社会調査・関係機関への連絡通報・調整・意見具申といった役割ももつ。

　『青森県運営適正化委員会に寄せられた苦情と対応(虐待では？と思われた事例)』

1 職員の言葉遣いが乱暴で、家族に対して不親切だ

→　耳の遠い入所者がおり、大声で話をしなければならず、その旨を入所者、家族に説明する。家族から頻繁に電話があり、入所者が電話に出ないと来所し、家族が来所すると利用者が帰宅したいと話し、対処に苦慮している。申し出人に説明し、改善がみられない場合は、申し出人より連絡を受けることにした。

2 友人から以前勤務していたグループホーム内で虐待が行われているとの相談を受けたがどのようにしたらよいか。友人はグループホームにお世話になったとの理由で、相談に躊躇している。

→申し出人に対して、当事者(友人)から直接電話を伺いたい旨を伝え連絡を待つこととした。

《高齢者虐待防止に向けた施設での取り組み》

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　益城　妃富氏

特別養護老人ホーム　みちのく荘

· 利用者人数　60人

· 特徴　ユニットケア　36名分

　　　　　従来型　　　　24名分

· 職員配置　利用者:職員＝　1.9:1(看護、相談員含む)

『みちのく荘での取り組み』

· より良いケアを追求・実践し、それを評価していくことが虐待防止に繋がる。

· 良いケアを実践するために大切にしていることは、利用者の人権を守ること。また、職員にも人権がありひとりひとりが大事な人財であることを忘れない。

· 職員がストレスを感じることが虐待などへ繋がると考え、福利厚生の充実を図っている。

『働きやすい職場環境』

· 残業をしない工夫をしている。(業務内での会議の開催)

· 託児所の設置。

· 夜勤は8時間労働と規定している。

· 上記の対応を行うことにより、スタッフが心と身体に余裕が持てる環境作りをしているとのこと。

『利用者へのアプローチ』

1 身体拘束は絶対にしない。

· 身体拘束をしないケアの工夫を行っている。

· 身体拘束、職業倫理の研修を行っている。

2 死と向き合い、生を考える。

· 看取りケアの実践→入居時から本人や家族と死生観・終末の意向について話し合いを繰り返す。

　　　　　　　　　　　カンファレンスを重ね、看取りケアプランの実践

· 看取り研修を行っている。

　『話し合える申し送り』

· 良いケアは積極的に褒めあう。

· 小さな変化もほうれんそうすること。(少しのアザ、表情の変化など)

· 申し送りは報告のみでなく、話し合いの場とする。

上記のことが利用者の変化に敏感になり、隠し事ができない環境となるとのこと。

【考察】

　シンポジウムでは福祉に関わる方の研究結果やお話をきくことができ、その中で八戸市地域包括支援センター所長の梅内氏のお話で、八戸市の虐待防止への取り組みを初めてきくことができました。八戸市での虐待件数は、前年度に比べ増加傾向であることや虐待を専門的に取り扱っている専門部署があり虐待の相談や通報があった際に会議を行なったり実際に訪問したりと活動しているということを知ることができました。八戸市での平成19年度の虐待相談件数は64件であり、自分の住んでいる八戸市のどこかで虐待を受けている、または虐待ではないかという不安を感じて相談している方が実際にいるのだ…と驚いています。もしかしたら、自分の住んでいる・勤務している地域にもいるかと考えると不安を覚えました。八戸市地域包括支援センターは相談を受けた件に関して、とにかく早急に対応することを心掛けているとのことでした。もし、自分が発見者であれば早急に他者に相談するように心掛けたいと思いました。

また、特別養護老人ホームみちのく荘さんの取り組みは、主に職員の心身の状態が虐待防止へと繋がるという発表でした。施設内において虐待を行なってしまう職員の心身状態というのはストレスを感じていることが多く、そのストレスを取り除くことが虐待防止への一歩であるという考えのもと、リフレッシュできるような職員行事の企画・運営を行なったり、日々の利用者の申し送りの場では、申し送りのみを行うのではなく、その場ですぐに話し合いを行う様に心掛けているとのことでした。虐待に職員の様々なストレスなど心身の状況は関係しているものだと思いますが、だからといって虐待は許されるものではなく、職員自身も自分なりにストレス発散方法をみつけ自分自身の中にため込まない術をみつけていくことが必要があると感じました。また、日々の利用者様の観察を行い細めに情報交換していくことで一人で対処するのではなく職員皆で対処するという意識ができるとより安心してケアに当たれるような気がします。ささいなことでも職員同士での申し送り・交流を大事にしていきたいと感じました。そして通所者様・入所者様に対する言葉遣いや接し方を今一度見直すいい機会となりました。
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